
平成21年度国民年金特集号 

縡……平成２１年１２月５日　国民年金特集号 

※人口： 242，132人　　世帯数： 104，338世帯（平成21年10月1日現在） 

●年金加入状況（平成21年9月末日現在） 
国民年金　　第1号被保険者数（任意加入者含む）・・・・38，656人  
　　　　　　第3号被保険者数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20，284人 

●年金受給状況（平成20年度老齢､遺族､障害､福祉等の各年金） 
受給者数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・40，611人 
年 金 額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・257億3873万円 



国民年金特集号　平成２１年１２月５日……縒 

国民年金の手続きはお済ですか？    国民年金の手続きはお済ですか？    

第１号被保険者の保険料     第１号被保険者の保険料     
定額保険料（平成２１年度）・・・・・月額 １４，６６０円 
付加保険料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・月額　　４００円  

保険料の納め方 

国民年金は２０歳から６０歳になるまでのすべての方が必ず加入する制度です。 
加入の種類は３つあり、就職や結婚などにより加入の仕方が変わることがあります。 
その都度、きちんと届出をしないと将来の年金が減ったり、受けられなくなる場合もあります。 

●毎月の保険料は翌月末日までに納めます。また、前納（前払い）を利用すると保険料が割引になります。 
   ※年度途中からでも年度末の３月分までを一括納付すると割引になります。 
   その他、口座振替納付及びクレジットカード納付（毎月当月分を立替納付）の納付方法もご利用できます。 

農業・自営業、学 
生、フリーター、 
家事手伝いなどの 
方 

厚生年金、共済組合 
に加入している方 

希望により納めることができます。定額保険料に上乗せして納め 
ることで、老齢基礎年金を受け取る際、加算されます。 

第２号被保険者に 
扶養されている配 
偶者（年収１３０万 
円未満） 

加入手続 
保険年金課・各サービスセンター 

保険料は 
平成２１年度  月額  １４，６６０円 

希望すれば加入できる人 
（任意加入の第１号被保険者） 

保険料を前納したときの各納付方法での割引額の比較（１年前納した場合） 

毎月納付の金額は、平成２１年度（１２か月分）の総額です。  
※口座振替では、毎月の保険料を当月振替払いにすることにより、月々５０円が割引されます。   

納付書払い 
毎月納付 前納額 割引額 前納額 割引額 前納額 割引額 

１７５，９２０円 １７２，８００円 ３，１２０円 １７２，２３０円 ３，６９０円 １７２，８００円 ３，１２０円 

口座振替払い クレジットカード納付 

国(社会保険庁)から送付される納付案内書により、
全国の銀行・郵便局・農協・信用金庫・信用組合・労働
金庫・コンビニエンスストアー等で納めることができ
ます。   
※納付が困難な場合には、免除制度があります。 
保険年金課の年金窓口でご相談ください。 

◎受給資格期間の足りない人や過去に未納期間などがあり満額の老齢基礎年金が受けられない人で日本国内に住んでい
る６０歳以上６５歳未満の人  
◎海外に住んでいる２０歳以上６５歳未満の日本人 
◎昭和４０年４月１日以前に生まれた人で、受給資格期間を満たしていない６５歳以上７０歳未満の日本国内に住んでいる人ま
たは海外に住んでいる日本人（ただし、受給資格期間を満たすまで） 

加入手続 
 勤務先 
保険料は 

標準報酬月額×保険料率 
（事業主と被保険者が折半で負担）   

保険料は、給与から差し引かれ、加入している年金制
度から拠出金として国民年金制度へ負担します。 

加入手続 
配偶者の勤務先 
保険料は 
　 
　 

※配偶者の扶養からはずれる事由(収入の増加、離
婚等)が発生した場合、第１号被保険者となりますの
で必ずお届けが必要になります。 

配偶者（第2号被保険者）の加入している年
金制度から国民年金制度へ拠出しているの
で、個人で納める必要はありません。 

第1号被保険者 第2号被保険者 第3号被保険者  

（　　　　　　　　　　　　　　　） 

保険料を納めることが困難な場合、免除制度があります。 
●法定免除  障害年金や生活扶助を受けている方は、届出をすることで免除になります。 
●申請免除  所得が少なく、保険料を納めることが困難なときは、申請し承認を受けることで保険料の全額又は一部が免除になります。 
申請免除の種類 

全 額 免 除  

学生納付特例  

４分の３免除  
（保険料４分の１納付） 

半 額 免 除  
（保険料２分の１納付） 

４分の１免除  
（保険料４分の３納付） 

若年者納付猶予 
(３０歳未満)

免除基準（前年度所得額） 所得審査対象者 備考 
（扶養親族等の数＋１）×３５万円 
＋２２万円 

 本人・配偶者 
・世帯主 
 本人・配偶者 
・世帯主 
 本人・配偶者 
・世帯主 
 本人・配偶者 
・世帯主 

 本人・配偶者 
 
 本人 

７８万円＋扶養親族等控除額 
＋社会保険料控除額等 
１１８万円＋扶養親族等控除額 
＋社会保険料控除額等 
１５８万円＋扶養親族等控除額 
＋社会保険料控除額等   
（扶養親族等の数＋１）×３５万円 
＋２２万円 
１１８万円＋扶養親族等控除額 
＋社会保険料控除額等 

申請免除・若年
者納付猶予・学
生納付特例を
受けた期間は、
受給資格期間
（２５年以上）に
算入されます
が、その期間の
老齢基礎年金
額は右表のよ
うに減額され
ます｡ 

　ただし、一部免除の承認を受けた期間に一部保険料を納めていない場合、
未納期間扱いとなり、受給資格期間に算入されませんのでご注意ください。 

　これらの期間は、10年以内であれば、後から保険料を納めること（追納）ができ、追納された期間は全額納付と同じ年金額となりま
す。保険料の追納額は、免除等を受けた年度から起算し、3年度目以降に納める場合は当時の保険料に加算額が上乗せされます。 

■保険料免除(猶予)期間と年金額  

いずれの期間も受給資格期間に算入 

●申請免除・若年者納付猶予・学生納付特例のポイント 

老
齢
基
礎
年
金
の
計
算  

全額 ５/６ ２/３ 
１/２ １/３ 

全額納付 １/４免除 半額免除 ３/４免除 全額免除 学生納付特例 
若年者納付猶予 

国民年金基金 
　税制上の優遇や国からのバック
アップを受けている公的な年金制
度です。国民年金に上積みしてさ
らに豊かな老後を保障します。 

☆ポイント 
●一般の個人年金に比べて掛金が割安です。 
●掛け金は全額社会保険料控除され、税金が軽減されます。 
●何口からでも加入でき、増減も自由です。  
☆加入できる方は 
●埼玉県在住で、国民年金保険料を納めている２０歳以上６０歳未満の方 

問合せは　埼玉県国民年金基金 
〒330-0064　さいたま市浦和区岸町7-11-2松栄浦和ビル2F 

http://www.kokunenkikin.or. jp
0120-65-4192 

ろうご よ い く に  

※平成21年３月以前 

全額 ７/８ ３/４ 
５/８ １/２ 

若年者納付猶予 
全額納付 １/４免除 半額免除 ３/４免除 全額免除 学生納付特例 

若年者納付猶予 ※平成21年4月以降 



縱……平成２１年１２月５日　国民年金特集号 

国民年金の給付 国民年金の給付 

国民年金の独自給付　第１号被保険者の方へ 国民年金の独自給付　第１号被保険者の方へ 

１ 老齢基礎年金 
●年金を受給するには、次のような受給資格期間が 

792,100円× 

※平成21年4月以降の年金額を計算する場合は、1/4免除の場合5/6を7/8、半額免除の場合2/3を3/4、 
　3/4免除の場合1/2を5/8、全額免除の場合1/3を1/2と読み替えて計算してください。 

●合算対象期間とは 

●保険料納付要件（①・②の場合のみ必要） 
　 

あわせて（①+②+③ 
+④+⑤）=25年 
以上必要 

２ 遺族基礎年金 

付 加 年 金  

３ 障害基礎年金 

★昭和１６年４月１日以前に生まれた人(増減率が年単位)   

★昭和１６年４月２日以降に生まれた人(増減率が月単位) 
●繰上げ減額率＝0.5％×繰上げ請求月から６５歳になる月の前月までの月数 
●繰下げ増額率＝0.7％×繰下げ月数　 

保険料を納めた期間などが25年以上
ある人が65歳から受けられます。 

基礎年金は原則６５歳からですが、希望すれば６０歳からでも減額した年金を
受けることができます(ただし、障害基礎年金が受けられなくなるなど給付制
限があります)。また、６６歳から７０歳の間、受け取る年齢を遅らせて増額した
年金を受けることもできます。 
●なお、一度繰上げ請求すると、生涯減額した年金を受けることになります。 

昭和３６年４月以降の次の期間などをいいます。（ただし、受給資格期
間には算入されますが、年金額には反映されません。） 

①国民年金保険料を納めた期間 
②国民年金保険料の全額免除、一部免除、若年者納付猶予、 
　学生納付特例を受けた期間 
③第３号被保険者期間   
④厚生年金や共済組合の加入期間 
⑤任意加入できる人が加入しなかった期間（合算対象期間） 

1）厚生年金保険、船員保険、共済組合加入者の配偶者で任意加入しなかった期間
（昭和６１年３月まで） 
2）学生で任意加入しなかった期間（平成３年３月まで） 
3）海外に住んでいた期間　 
4）厚生年金などから脱退手当金を受けた期間（昭和６１年３月まで） 

　亡くなった人が、次のいずれかの要件（①～③）に該当し、その人に生
計を維持されていた子のある妻または子に支給されます。 
※子は、18歳到達年度末までの間にある子か、20歳未満で障害基礎年金
に該当する程度の障害がある子 
 
①国民年金加入中の人が亡くなったとき 

②国民年金に加入していた人で日本国内に住所を有する60歳以上65歳未
満の人が亡くなったとき 

③老齢基礎年金の受給権者または老齢基礎年金の受給資格期間を満たして
いる人が亡くなったとき 

●国民年金第１号被保険者が加入
できます。 
（ただし、国民年金基金加入者は
加入できません。） 
●付加年金は、月額４００円の付
加保険料を納めることにより、次
の式によって計算された額が、老
齢基礎年金に加算されます。 
 
（加算額） 
 ２００円×付加保険料納付月数 

●第１号被保険者として、保険料を２５年以上納めた（免除を含む）夫が年金を
受けることなく亡くなったとき、妻が６０歳から６５歳になるまでの間支給され
ます。ただし、１０年以上の婚姻期間が必要です。 
●年金額は、夫が受けられるはずであった老齢基礎年金額の４分の３の額です。 

死亡一時金 

　死亡日の前々月までの加入期間のうち、保険料を３分の２以上納めてい
る（免除・猶予期間等も含む）こと。または、死亡日の前々月までの１年
間に保険料の滞納がないこと。 

繰上げ請求・繰下げ請求 

請求年齢 
６０歳 
６１歳 
６２歳 
６３歳 
６４歳 

減額率 
４２％ 
３５％ 
２８％ 
２０％ 
１１％ 

請求年齢  
６６歳 
６７歳 
６８歳 
６９歳 
７０歳 

増額率 
１２％ 
２６％ 
４３％ 
６４％ 
８８％ 

月 
納 付 済 期 間  半額免除期間  全額免除期間  

（年額）  
1/4免 除 期 間  3/4免 除 期 間  

月 
円 

+ ×5/6+ 月 

480月（40年間） （100円未満の端数処理 
50円以上切上） 

月 月 ×2/3+ ×1/2+ ×1/3
=

年金額　７９２，１００円＋子の加算　 

●保険料納付要件 
　 

　国民年金に加入しているときに初診のある病気やけがで障害者になった
とき（過去に被保険者であった人で、６０歳以上６５歳未満の人が日本国
内に住んでいる間に障害者になったときを含む）障害の程度が障害認定日
(初診日から１年６ヶ月を経過した日、または、症状が固定した日)に国民
年金法に定める１級または２級の状態にあり、一定の保険料納付要件を満
たしている場合に支給されます。 
　なお、障害認定日に該当しなくても、６５歳になるまでに症状が悪化し、
１級または２級の状態になった場合(６５歳までに請求)も支給されます。 

　障害のもととなった病気やけがで初めて診療を受けた日（初診日）
の前日において、初診日の前々月までの加入期間のうち、保険料を3
分の2以上納めている（免除・猶予期間等も含む）こと。または、初
診日の前々月までの1年間に保険料の滞納がないこと。 

年金額　 
● １級・・・・９９０，１００円 
● ２級・・・・７９２，１００円 ＋子の加算 

●第１号被保険者としての保険料を納めた月数と保険料の免除を受けた月数(４
分の１免除は免除期間の４分の３に相当する月数、半額免除は免除期間の２分
の１に相当する月数、
４分の３免除は免除期

間の４分の１に相当する月数)を合算した月数が３６
月以上ある人が年金を受けずに亡くなったとき、その
遺族が遺族基礎年金を受けられない場合、亡くなった
人と生計を同じにしていた遺族に支給されます。死亡
一時金を受ける権利は、２年を経過すると時効により
消滅します。 

　保険料納付済月数 

　36月以上180月未満 

180月以上240月未満 

240月以上300月未満 

300月以上360月未満 

360月以上420月未満 

420月以上 

1 2 0 , 0 0 0円  

1 4 5 , 0 0 0円  

1 7 0 , 0 0 0円  

2 2 0 , 0 0 0円  

2 7 0 , 0 0 0円  

3 2 0 , 0 0 0円  

死亡一時金の額 

 

寡婦年金  



国民年金特集号　平成２１年１２月５日……縟 

社会保険事務所からのお知らせ 社会保険事務所からのお知らせ 

年金受給者のみなさまへ  ～こんなときはこんな手続きを！ 年金受給者のみなさまへ  ～こんなときはこんな手続きを！ 

◆保険料と税 

誕生月がきたとき 住所や年金の受取 
先を変えるとき 年金を受けている方が亡くなったとき　 

国民年金保険料を納めると税金の負担が軽くなります。 

｢社会保険料(国民年金保険料)控除証明書」 
 いつ送られますか？ 

国民年金と税 

至越谷 
JR武蔵線 

至草加 

至東川口 至吉川 
南越谷駅 

南越谷駅入口 

南越谷 

埼玉りそな銀行 

ダイエー 
南越谷店 越谷コミュニ 

ティセンター 

駐車場は有りません、お車のご来場はご遠慮ください。 

※平成20年10月から埼玉県全域で、次の委託業者が電話や戸別訪問などで国民年金 
保険料の納付案内を行っています。 
【委託業者名】（株）もしもしホットライン　【問合せ先】012 0ー91 7 7 0 7

※平成22年1月1日より社会保険庁は、日本年金機構、越谷社会保険事務所は、越谷年金事務所に読み替えてご覧ください。 

越谷社会保険事務所 
（越谷コミュニティセンター5階） 

越谷社会保険事務所案内図 
 

新
越
谷
駅 

オ
ー
パ 

N

　年内に納めた保険料は「社会保険料控除」として全額所得税や市民
税の課税対象の所得から控除が受けられます。 
　この「社会保険料控除」を受けるには、保険料を納めたことを証明する
ものを添付しなければなりません。 
　そこで、社会保険庁から「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」
が送付されます。この証明書を「年末調整」や「確定申告」の際ご利用く
ださい。 

　国民の皆様の信頼に応え、一層のサービス向上の実現を目指し、社会保険庁
は組織・人員を一新し、「日本年金機構」として生まれ変わります。 
 
○現在あるお近くの社会保険事務所は、新たに「年金事務所」と名称が変わり
ますが、年金相談などの窓口として引き続きご利用いただけます。また、
「年金事務所」は、現在ある社会保険事務所の建物をそのまま使用しますの
で、所在地に変更はありません。 
○日本年金機構の設立に伴い、これまで社会保険庁や社会保険事務所の名義で
ご案内していた各種の関係書類は、内容により、今後は厚生労働省または日
本年金機構の名義でご案内させていただくことになりますが、国民の皆様方
に何らかの手続をしていただくことは一切ございませんので、ご安心くださ
い。 

○日本年金機構は、社会保険庁から公的年金の運営業務を引き継いで行うこと
となりますが、公的年金制度は、国の制度として、その財政や運営に国が引
き続き責任を持つことについては、これまでと変わりません。 
 

社会保険料控除は、本人分だけでなく家族分の保険料を納めた場合も対象と
なります。また、過去の分をさかのぼって納めた場合も控除の対象になります。 

このように、公的年金は、社会保険料控除が受けられることにより税負担
が軽くなるようになっています。 
公的年金の保険料を納めることは、将来の確実な年金を約束されること
と同時に、税金の面でもメリットがあります。 

◎１月１日から９月３０日までの間に国民年金保険料の納付実績がある方・・・・
１１月に送られます。　 
◎１０月１日から１２月３１日までの間に、初めて国民年金保険料を納付した
方・・・・翌年２月に送られます。 
※保険料を納めたときに交付される領収証も、保険料支払いの証明書と
してご利用できます。 

年金受給権者現況届  
（住民票コード届済みの
方は原則不要） 
　住民票コード未届けなど
の方には、誕生月に社会保
険業務センターから現況届
が送付されます。必要事項
を記入し返送してください。 

年金受給権者死亡届  
  年金を受けている方が亡くなったときは、亡くなった方の年金証書及び死亡を証
明する書類を添付し、すみやかに届出してください。届出が遅れると、年金の過払
いが生じ、遺族の方に後で返していただく場合がありますのでご注意ください。 

未支給年金 
　亡くなった方が受け取るはずであった年金が残っているときは、生計を同じくし
ていた遺族に支給されます。 
  上記死亡届の添付書類に加え、請求者の戸籍謄本、住民票等を添付し社会保険
事務所で手続きしてください。 

　年金受給権者住所・ 
　支払機関変更届  
　住所や年金の受取先金融
機関を変更する場合、必ず変
更届を提出してください。届
出は、住所を管轄する社会保
険事務所まで。届出用紙は社
会保険事務所や市町村の国
民年金窓口にあります。 

●国民年金の問合せは 
　草加市保険年金課年金係 
　〒340-8550　草加市高砂１-１-１　蕁 048-922-0151(内線)3271～3 
●厚生年金・国民年金の問合せは 
　越谷社会保険事務所 
　〒343-8585　越谷市南越谷１丁目２８７６-１　越谷コミュニティセンター５階 
　蕁 048-990-3905（国民年金課）・048-990-3900（年金給付課） 

■社会保険庁ホームページ 
　 http://www.sia.go. jp 
★いろいろなことが調べられます 
　・年金の基礎知識・裁定請求等各種手続き　ほか 
★年金額の簡易試算ができます 
　※ このサービスは､年金額を簡易に試算するもので
　す。お気軽にご利用ください。ただし､試算結果は将
　来の年金額を保障するものではありません｡ 

問合せは｢年金ダイヤル｣へ 
○年金請求などの年金相談 
　蕁  ０５７０-０５-１１６５ 

○年金を受けている方の年金相談 
　蕁  ０５７０-０７-１１６５ 
　受付時間 ＡＭ８:３０～ＰＭ５:００ 
　(土･日･祝日除く)

ご 利 用 く だ さ い  

「日本年金機構」が来年1月1日からスタート! 
～社会保険庁が廃止され、新たに「日本年金機構」がスタートします。～ 

社会保険庁 廃止 

日本年金機構 

厚生労働省 

平成22年1月1日 平成22年1月1日 

公的年金の運営業務 

公的年金の 
財政責任・運営責任 

にっぽん 
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